
 

福祉医療助成に対する国民健康保険の国庫負担金減額措置の廃止を求 

める意見書 

 

子どもや障害者等に対する福祉医療制度は、自治体単独事業として、国民健康保

険の被保険者の窓口負担を軽減している。 

しかし、国は、これら単独助成制度に伴う医療費波及増分には国民健康保険の国

庫負担金を減額調整する措置を講じており、その額は平成２５年度に１，４２１市

町村で４８０億円にもなっている。 

今、国を挙げて少子化に伴う人口減少問題に全力で取り組むべき時であるが、こ

の減額調整措置は、少子化対策という国の大方針と逆行するものである。子どもの

医療に関わるセーフティネットは、本来、国が責任をもって、社会保障政策の中に

位置づけ、自ら制度を構築すべきものであるにもかかわらず、こうした減額調整措

置を行うことは、地方自治体による少子化対策の取組を阻害していると言わざるを

得ない。 

よって、自治体単独の福祉医療助成に対する国民健康保険の国庫負担金の減額措

置を廃止することを求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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